
いわて職業人材育成事業費補助金事務取扱要領の一部改正新旧対照表 

現 行 改      正      後  

 

いわて職業人材育成事業費補助金事務取扱要領 

 

１～２［略］ 
 

３ 補助金の対象経費 

要綱第３条で定める専攻分野に関する企業等と連携して新たに実施する県内就職及び早

期離職の防止を促進する事業に要する経費とは、県内就職及び早期離職防止に向けて、企

業等と連携して教育活動等の量的・質的向上を図る事業に要する経費（ただし、職業実践

専門課程として認定を受けた学科に係る経費に限る。）であり、次に掲げる経費を除いた

ものとする。 

なお、補助金の交付の対象とする事業については、その事業を行うことにより期待され

る効果を勘案の上、決定する。 

 (1) 教職員の本俸、期末手当等の賞与及び毎月決まって支給される手当等に係る経費 

 (2) 設備等の整備及び備品購入に要する経費 

(3) 過年度において整備した設備等の維持又は補修に要する経費 

 (4) 飲食代等の経費 

(5) その他事業に要する経費として適当であると認められないもの 

 

４ ［略］ 

 

別紙１ 

年度 いわて職業人材育成事業費補助金事業計画（実績報告）書 

 

設置者名 あああああああ 

学 校 名 あああああああ 

担当者名 あああああああ 

連 絡 先 あああああああ 

 

１ 事業計画（実績） 

 (1) 申請学科の県内定着の目標（実績）     

区     分 前 年 度 実 績 今年度目標（実績） 増    減 

卒 業 者 数    

就 職 内 定 者 数    

うち県内就職内定者数    

県 内 就 職 率    

    ※設置する学科の状況は別紙様式のとおり 

 

 (2) 県内定着に向けた取組 

   （分野等が異なり内容が異なる場合は、分野毎又は学科毎にそれぞれ記載すること） 

 

いわて職業人材育成事業費補助金事務取扱要領 

 

１～２［略］ 
 

３ 補助金の対象経費 

要綱第３条で定める専攻分野に関する企業等と連携して実施する県内就職の促進及び早

期離職防止に資する取組の拡充強化に要する経費とは、県内就職及び早期離職防止に向け

て、企業等と連携して教育活動等の量的・質的向上を図る事業に要する経費（ただし、職

業実践専門課程として認定を受けた学科に係る経費に限る。）であり、次に掲げる経費を

除いたものとする。 

なお、補助金の交付の対象とする事業については、その事業を行うことにより期待され

る効果を勘案の上、決定する。 

 (1) 教職員の本俸、期末手当等の賞与及び毎月決まって支給される手当等に係る経費 

 (2) 設備等の整備及び備品購入に要する経費 

(3) 過年度において整備した設備等の維持又は補修に要する経費 

 (4) 飲食代等の経費 

(5) その他事業に要する経費として適当であると認められないもの 

 

４ ［略］ 

 

別紙１ 

年度 いわて職業人材育成事業費補助金事業計画（実績報告）書 

 

設置者名 あああああああ 

学 校 名 あああああああ 

担当者名 あああああああ 

連 絡 先 あああああああ 

 

１ 事業計画（実績） 

 (1) 申請学科の県内定着の目標（実績）     

区     分 前 年 度 実 績 今年度目標（実績） 増    減 

卒 業 者 数    

就 職 内 定 者 数    

うち県内就職内定者数    

県 内 就 職 率    

    ※設置する学科の状況は別紙様式のとおり 

 

 (2) 県内定着に向けた取組 

   （分野等が異なり内容が異なる場合は、分野毎又は学科毎にそれぞれ記載すること） 



   ① 基本方針 

   

   ② 具体的な事業内容 

    ア 対象学科 

 

    イ 内  容 

目   的 
 

 

事 業 内 容 
 

 

連携先企業 
 

 

（期待される） 

効   果 

 

    ※実績報告においては、計画段階で見込まれた「（期待される）効果」の結果がわ

かる資料を合わせて添付すること 

 

 

 

 

 

 

 

   ③ 組織・実施体制 

 

    

 

２ 実施計画(実績) 

  （分野等が異なり内容が異なる場合は、分野毎又は学科毎にそれぞれ記載すること） 

 (1) 対象学科 

 

 (2) 内  容 

日  程 事業内容 

 

実施場所 

 

   

   

   

   

   

   

   

 

   ① 基本方針 

   

   ② 具体的な事業内容 

    ア 対象学科 

 

    イ 内  容 

目   的 
 

 

事 業 内 容 
 

 

前年度取組との

比較(強化点等) 

 

連携先企業 
 

 

（期待される） 

効   果 

 

    ※実績報告においては、計画段階で見込まれた「（期待される）効果」の結果がわ

かる資料を合わせて添付すること 

    ※「前年度取組との比較（強化点等）」は、「事業内容」と前年度の事業内容とを

比較して教育の量的・質的向上又は取組の拡充強化を図った点等について記載す

ること。 

 

   ③ 組織・実施体制 

 

   ④ 事業評価 

     （実績報告時に記載すること。） 

 

２ 実施計画(実績) 

  （分野等が異なり内容が異なる場合は、分野毎又は学科毎にそれぞれ記載すること） 

 (1) 対象学科 

 

 (2) 内  容 

日  程 事業内容 

前年度の事業内容 

（申請年度から新たに実施する

事業については記入不要） 

   

   

   

   

   

   

   

 



 

 

［略］ 

 

 

 

 ※「事業内容」及び「前年度の事業内容」については、県内就職の促進等に向けて取組の

拡充強化を行ったことがわかるよう具体的に記載すること。 

 

 

［略］ 

 

 

摘 

要 

・要綱の改正に伴い、補助対象経費について定めるもの（要綱第３） 

・前年度の事業内容について記載する欄を設けるもの（別紙１） 

・実績報告時に、補助年度の事業評価等について記載する欄を設けるもの（別紙１） 


